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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本論文の目的は，アーキテクチャの位置取り戦略の動態的プロセスと、アーキテクチャの位
置取り戦略に対応した開発組織の在り方について明らかにすることである。論文の主旨は以下
のとおりである。 
第1章では先行研究のサーベイに立って，従来未解明の研究課題が2点設定される。一つは，
インテグラル・アーキテクチャの製品を持つ顧客の要請に対応しようとした場合の，アーキテ
クチャの位置取り戦略の動態的プロセスを解明することである。もう一つは，選択されたアー
キテクチャの位置取り戦略に応じて、組織がどのように編成されるのかを解明することである。
この課題に取り組むためには，車載事業に傾斜する電子部品メーカーから，専業メーカーイリ
ソ電子と総合メーカーアルプス電気を取り出して事例研究を行うことが有効である。 
第2章は，専業メーカーであるイリソ電子の事例分析である。同社は顧客のカスタム化の要
求に応じて3つの位置取り戦略を併用しているが，車載事業への傾斜により顧客のアーキテク
チャがインテグラル型に変化し，「中インテグラル・外インテグラル」の位置取りで新規開発
せざるを得ないケースが増えている。しかし，イリソ電子は部品を汎用化することで事後に位
置取りを「中インテグラル・外モジュラー」に変革しようと努力している。またイリソ電子の
開発組織は機能別組織であるが，加えて部門横断型組織であるクロスファンクショナルチーム
（CFT）が部門間の連携を保ちながら調整を行っている。 
第3章は，総合メーカーであるアルプス電気の事例分析である。同社においても車載事業へ
の傾斜とともに顧客のアーキテクチャがインテグラル型に変化している。そのことによって自
社製品のアーキテクチャもインテグラル型に誘導されるが，複合部品内部をモジュール化する
ことによって開発過程で極力「中モジュラー・外インテグラル」の位置取りを実現するように
している。その上で複合部品を構成する個々の部品については，汎用化することで事後に「中
インテグラル・外モジュラー」への変革を図っている。またアルプス電気は開発組織を，自動
車メーカーの先行開発に参加してカスタム品を開発するため部門横断的に構成しているが，複
合部品と構成部品の開発組織を区分することで，構成部品の開発が独立性をもって行えるよう
にもなっている。 
第4章では，2社の事例分析の結果に基づいて総括と結論が述べられる。第1の課題について
の解答は，アーキテクチャの位置取り戦略は固定的なものではないということである。顧客か
ら自社への影響という制約，開発過程における自社製品の設計上の工夫，自社から顧客へとい
う事後的な影響力の行使という，顧客との相互作用と戦略的な行動によって選択され、変化し
ていくものなのである。第2の課題についての解答は，顧客製品のアーキテクチャがインテグ
ラル型である場合，自社に何らかの部門横断型組織を持たざるを得なくなるというものである。
すると，アーキテクチャの位置取り戦略の4類型のうち，3つの類型は部門横断型組織と親和性
が高いことになり，従来研究されてきた以上に部門横断型組織の有効性を重視すべきというこ
とになる。 
以上の論旨を持つ本論文について本審査会は以下のように評価する。 
アーキテクチャの位置取り戦略について，顧客から自社への影響，また自社から顧客への影
響により変化するという動態的な観点から考察したこと，アーキテクチャの位置取り戦略と開
発組織の対応関係を考察したことは，いずれも斬新な観点である。事例は課題に対してレレバ
ントであり，そこから引き出された結論も説得的である。総じて，本論文はアーキテクチャ研
究，製品開発研究を前進させたものと言える。第2章，第3章の元となる論文が，それぞれ『赤
門マネジメント・レビュー』誌，『工業経営研究』誌に査読を経て掲載されたことは，学界に
おいても本論文の内容が評価されていることを示している。 
ただし，著者も認めているが，主張の普遍性をより高めるためには，顧客の製品アーキテク
チャがモジュラー型の場合についても考察する必要がある。また，アーキテクチャの位置取り
戦略と製品開発組織の対応関係については，顧客製品のアーキテクチャから自社へというベク
トルに関連付けた考察はできたものの，自社から働きかけて顧客製品のアーキテクチャを変革
する場合の組織のあり方については，未解明な部分が残されている。しかしこれらは，本稿の
到達点に立った次の課題と見るべきであろう。 
結論として，本審査会は，本論文が博士（経済学）の学位を授与するに値するものと判断す
る。 
